
 

関東運輸局プレスリリース 

令 和 ５ 年 ５ 月 ３ １ 日 

関 東 運 輸 局 

ダっサ！ 不正改造 
～６月は「不正改造車を排除する運動」の強化月間です～ 

 

関東運輸局では６月１日から３０日までの１か月間を「不正改造車を排除する運動」の

強化月間とし、警察や関係機関と連携した街頭検査の実施、自動車ユーザーへの啓発活動

など、不正改造車の排除に向けた取組みを強化します。 

不正改造車は、安全を脅かし道路交通の秩序を乱すとともに、大気汚染や騒音など環境悪化の要因と

なっており、その排除が強く求められております。 

 知ってか知らずかに関わらず、そして自分の車であろうと、お客様に依頼された車であろうと、不正改造は

罰則を伴う犯罪です。 

（※ユーザーには整備命令を発令、改造をした人は６ヶ月以下の懲役又は３０万円以下の罰金） 

 ユーザーにおいては、部品販売店やネットで購入したパーツでも不正改造にならないように自分を車にあ

った部品を選べるような、事業者においては、お客様からの依頼でも不正改造になる改造は断れるような

社会を目指して、警察をはじめ関係機関と連携して、以下の取り組みを推進していきます。 

 

● 街頭検査の実施 ～不正改造車を排除～ 

警察機関、自動車技術総合機構、軽自動車検査協会等と連携した街頭検査を実施し、違反車両に

対して整備命令を発令。 
〔よくある不正改造車の例〕                        〔街頭検査の例〕 

違法マフラー（消音器）（バイク）    車体外にはみ出すタイヤ 

           
 

● 各種啓発活動 ～不正改造を「しない」「させない」～ 

ユーザーや販売店等に対して、ポスターの掲示やチラシ（別紙１－１～別紙１－４）の配布。 

各種研修・講習で啓発講義、整備士養成施設等で出前講座の実施。 
 

● 不正改造車の情報収集 

運輸支局等に、相談窓口として「不正改造車・黒煙１１０番」（別紙２）を設置。 

その情報をもとにユーザーに対して、不正改造箇所の改善・報告を求めるハガキを送付し、不正改造

に関する認識の向上と排除に向け活用。 
 

【問い合わせ先】 

関東運輸局自動車技術安全部整備課 山田・小澤 

電 話：045-211-7254  ＦＡＸ：045-201-8813 

【配布先】 

横浜海事記者クラブ、神奈川県政記者クラブ、都庁記者クラブ、埼玉県政記者クラブ、 

群馬県政記者クラブ、千葉県政記者クラブ、栃木県政記者クラブ、山梨県政記者クラブ、 

茨城県政記者クラブ、関東運輸局記者会「ハイタク等専門紙」、物流専門紙 
  



 別紙１－１  

 

 

 



別紙１－２ 

 

 

 



別紙１－３ 

 

 

 

 



別紙１－４ 

 

 



 別紙２  

 

迷惑改造車・迷惑黒煙相談窓口「不正改造車・黒煙１１０番」一覧 
 

運輸支局 担当部門 
迷惑改造車・迷惑黒煙相談窓口 

「不正改造車・黒煙１１０番」電話番号 
通報制度ＦＡＸ送信先 

東京運輸支局   整備 03-3458-9231 音声ガイダンス：「４」 03-3458-9783 

神奈川運輸支局  整備 045-939-6800 音声ガイダンス：「４」 045-939-3006 

埼玉運輸支局   整備 048-624-1835 音声ガイダンス：「２」 048-783-4190 

群馬運輸支局   整備 027-263-4440 音声ガイダンス：「４」 027-261-0032 

千葉運輸支局   整備 043-242-7336 音声ガイダンス：「３」 043-244-0760 

茨城運輸支局   整備 029-247-5348 音声ガイダンス：「３」 029-248-4773 

栃木運輸支局   整備 028-658-6123 028-659-2416 

山梨運輸支局   整備 055-261-0882 055-263-1418 

※電話の受付は、平日 ８：３０～１７：１５です。（土曜・日曜・祝日・年末年始は休み） 

 

 

 

 

 

【道路運送車両法抜粋】 

（不正改造等の禁止） 

第九十九条の二 何人も、第五十八条第一項の規定により有効な自動車検査証の交付を受

けている自動車又は第九十七条の三第一項の規定により使用の届出を行っている検査対

象外軽自動車について、自動車又はその部分の改造、装置の取付け又は取り外しその他こ

れらに類する行為であって、当該自動車が保安基準に適合しないこととなるものを行っ

てはならない。 

 

（罰則） 

第百八条 次の各号のいずれかに該当する者は、六月以下の懲役又は三十万円以下の罰金

に処する。 

一 第四条、第十一条第五項、第二十条第一項若しくは第二項、第三十五条第六項、第三

十六条、第三十六条の二第七項（第七十三条第二項において準用する場合を含む。）、

第五十四条の二第七項、第五十八条第一項、第六十九条第二項又は第九十九条の二の

規定に違反した者 

二・三 略 

 


